
































































































































































序章 本研究の意義と目的                           １ 
第１節 研究の目的                              １ 
第２節 本研究の意義と特質                          ２ 
第３節 研究の方法と本論文の構成                       ３ 
 
第一章 社会科教育内容開発研究の課題                     ９ 
第１節 市民的資質のための社会科教育                     ９ 
１．森分孝治の市民的資質教育としての社会科授業構成論             ９ 
２．池野範男の市民的資質教育としての社会科授業構成論            １０ 
第２節 市民的資質教育の視点からみた社会科教育内容開発研究の課題      １１ 
第３節 社会科教育内容開発研究の新動向                   １３ 
第４節 社会科教育内容開発研究としての本研究の位置付け           １４ 
 
第二章 授業構成における議論の位置づけと役割                １６ 
第１節 市民的資質教育における議論の意義                  １６ 
１．市民的資質の捉え方                           １６ 
２．市民的資質育成と議論の関係                       １７ 
第２節 議論を取り入れた社会科授業構成論の特質と課題            １９ 
１．議論を取り入れた社会科授業構成論の類型                 １９ 
２．吉村功太郎の合意形成能力の育成を目指した社会科授業構成論の特質と課題  ２０ 
３．大杉昭英の社会的価値観の育成を目指した社会科授業構成論の特質と課題   ２２ 
４．佐長健司の状況論に基づく社会科授業構成論の特質と課題          ２３ 
５．岡田泰孝の政治的リテラシーの育成を目指した社会科授業構成論の特質と課題 ２４ 
第３節 議論を取り入れた社会科授業の改善の方向性              ２６ 
 
第三章 社会科教育における民主的な議論                   ２９ 
第１節 政治学における民主主義社会論                    ２９ 
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第２節 現代の民主主義論（１）―熟議民主主義―               ３０ 
第３節 現代の民主主義論（２）―闘技民主主義―               ３３ 
第４節 社会科教育における民主的な議論の意義と役割             ３５ 
 
第四章 民主的な議論を取り入れた社会科授業構成の原理と方法         ３７ 
第１節 民主的な議論を取り入れた社会科授業構成論の目標原理         ３７ 
第２節 民主的な議論を取り入れた社会科授業構成論の射程           ３９ 
第３節 民主的な議論を取り入れた社会科授業構成の方法原理          ４１ 
１．熟議民主主義に基づく授業構成原理                    ４１ 
２．闘技民主主義に基づく授業構成原理                    ４１ 
第４節 民主的な議論を取り入れた社会科授業構成の内容編成原理        ４３ 
第５節 主張の根拠の反省を原理とする社会科授業―熟議民主主義に基づく社会科授業構
成論―                               ４５ 
第６節 主張への同意の調達を原理とする社会科授業―闘技民主主義に基づく社会科授業
構成論―                              ４６ 
第７節 民主的な議論を取り入れた社会科授業の類型              ４７ 
 
第五章 民主的な議論を取り入れた社会科単元開発（１）―主張の根拠の反省を原理とする
社会科授業―                            ５０ 
第１節 主張の根拠の反省を原理とする社会科授業の意義と位置付け       ５０ 
第２節 事象・出来事の解釈・評価に関する主張の根拠の反省を促す社会科授業―歴史的分
野小単元「明治政府の神戸事件の解決策について考えよう」―      ５１ 
１．単元開発の視点                             ５１ 
２．教材選択の視点（１）―中心教材としての神戸事件の概要―         ５２ 
  教材選択の視点（２）―神戸事件の解決策をめぐる評価―          ５３ 
  教材選択の視点（３）―神戸事件の教育的意義―              ５４ 
３．授業構成                                ５５ 
４．単元の到達目標                             ５６ 
５．単元の展開                               ５７ 
６．単元開発の成果と意義                          ６３ 
第３節 制度・政策の決定に関する主張の根拠の反省を促す社会科授業（１）―地理的分野
小単元「より望ましい開発のあり方について考えよう」―          ６４ 
１．単元開発の視点                             ６４ 
２．教材選択の視点（１）「開発」に関する理論                 ６５ 
  教材選択の視点（２）教育的意義                     ６６ 
３．授業構成                                ６６ 
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４．単元の到達目標                             ６８ 
５．単元の展開                               ６８ 
６．単元開発の成果と意義                          ７６ 
第４節 制度・政策の決定に関する主張の根拠の反省を促す社会科授業（２）―公民的分野
小単元「震災復興の問題について考えよう」―               ７７ 
１．単元開発の視点（１）従来の災害を取り扱った学習の特質          ７７ 
  単元開発の視点（２）先行研究の特質と課題                ７８ 
２．教材選択の視点                             ７９ 
３．授業構成                                ８０ 
４．単元の到達目標                             ８１ 
５．単元の展開                               ８１ 
６．単元開発の成果と意義                          ９９ 
第５節 主張の根拠の反省を原理とする社会科授業の意義            ９９ 
 
第六章 民主的な議論を取り入れた社会科単元開発（２）―主張への同意の調達を原理とす
る社会科授業―                          １０３ 
第１節 主張への同意の調達を原理とする社会科授業の意義と位置付け     １０３ 
第２節 事象出来事の解釈・評価に関する主張への同意の調達を促す社会科授業―歴史的  
分野小単元「茶の変遷と社会の変容について考えよう」―       １０４ 
１．単元開発の視点                            １０４ 
２．教材選択の視点（１）本研究における「文化」の捉え方          １０５ 
  教材選択の視点（２）教材化の視点と教育的意義             １０６ 
３．授業構成                               １０８ 
４．単元の到達目標                            １０８ 
５．単元の展開                              １０９ 
６．単元開発の成果と意義                         １２０ 
第３節 制度・政策の決定に関する主張への同意の調達を促す議論をとり入れた社会科授
業―地理的分野小単元「伊川防災プロジェクト―未来の防災倉庫の設置場所は？」―          
１２１ 
１．単元開発の視点                            １２１ 
２．教材選択の視点                            １２２ 
３．授業構成                               １２２ 
４．単元の到達目標                            １２３ 
５．単元の展開                              １２４ 




果                                  １２９ 
生徒の認識の変容と授業の効果の検証（３）議論に対する生徒の意見    １３１ 
７．単元開発の成果と意義                         １３３ 
第４節 主張への同意の調達を原理とする社会科授業の意義          １３３ 
 
終章 本研究の成果と課題                         １３６ 
第１節 各章の概要                            １３６ 
第２節 民主的な議論に基づく中学校社会科単元開発研究の意義        １３７ 
第３節 今後の課題                            １３７ 
 
参考文献                                 １３９ 
 
【註】 
１）文部科学省『学習指導要領解説社会編』，p.3.なお、平成 29 年 6 月に告示された学習指
導 要 領 解 説 社 会 編 に つ い て は 次 の URL を 参 照 し た 。























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































①自然環境への影響  ②健康・人体への影響（安全性）  
③費用の多い少ない  ④発電量の多い少ない 
⑤二酸化炭素の排出量の多い少ない 


























































































準の探求を通して―」全国社会科教育学会，『社会科研究』，第 60 号，2004 年，pp.12. 





会科研究』第 59 号，2003 年，pp.43. 
８）佐長健司「「トゥールミン・モデル」の再解釈による社会科授業構成の状況論的転回」




























































































































































































































































































８）田村哲樹編著『語る 熟議／対話の政治学』風行社,2010 年,p27. 





































































































































































































































































































































































































































































































































１）文部科学省学習指導要領解説社会編については文部科学省 HP の以下の URL から参照
した。http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2017/12/04/1387018_3.pdf（2018 年
1 月 7 日付確認） 








































































































































正月 3 日 鳥羽伏見の戦い＝戊辰政争がはじま
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 発問 教授・学習活動 資料 生徒に獲得させたい知識 


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑦鈴木由子「慶応四年神戸事件の意味」日本歴史学会編集『日本歴史』6 月号,p.60.2009 年. 
⑧東京書籍「新しい社会 歴史」裏表紙の年表を利用 
⑨内山正熊「神戸事件 明治外交の出発点」中公新書,p.199,1983 年. 


































































































































































































































































































































































































































































T: 指 示 す
る。  





























































































T: 指 示 す
る。 











































































































































































































T: 発 問 す
る。 






































T: 発 問 す
る。 










































     ①    ② 
より多くの人のために        特定の人のため
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      ③    ④ 
     

























































































































T: 指 示 す
る。 

















T: 指 示 す
る。 














































①朝日新聞朝刊 2015年 12月 1日いちからわかる COP２１ 
②朝日新聞朝刊 2015年 12月 2日主な途上国首脳の発言 
③朝日新聞朝刊 2015年 12月 2日日本、アメリカ、中国、インド、EUの COP２１内での主な
主張 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑥神戸市 HP より 
⑦神戸市 HP や神戸市中学校社会科研究部『わたしたちの神戸』を参照。 
⑧神戸ルミナリエ組織員会『２０１１年ルミナリエ事業報告書』を基に作成したスライド。 
⑨神戸ルミナリエについての意見については、神戸市新聞の HP を参考。 
⑩朝日新聞朝刊 2013 年 10 月 6 日の「神戸市政」の記事、朝日新聞朝刊 2013 年 10 月 8 日
の「神戸市政」の記事より抜粋 







⑯朝日新聞朝刊 2014 年 12 月 20 日（土）の記事を抜粋。 
⑰東日本大震災復興構想 7 原則の内容については、http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/pdf/kousou4/7gensoku.pdf を
参考。 







































































ついては次の URL を参考にした。http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/787625（平成 29 年
5 月 11 日付確認） 
６）内山正熊『神戸事件 明治外交の出発点』中公新書，pp.195-196，1983. 
７）ミレニアム目標達成状況については次を参照した。「公正な地球社会のための教育」『開




ている。平成 28 年 4 月 27 日教育課程部会社会。地理歴史・公民ワーキンググループ資
料 10 社会 地理歴史 公民における思考力,判断力,表現力等の育成のイメージ（たたき
台）。 
９）森分孝治「市民的資質育成における社会科教育―合理的意思決定―」社会系教科教育学
会『社会家教科教育学研究』第 13 号，2001 年，pp.43-50. 








う」『「開発教育」』第 57 号，2010 年，pp.14-16. 
13）中本和彦「地歴科地理・単元「ラテンアメリカ」の教育内容開発―理論を中核にした州・
大陸規模の地誌学習―「学習材」を活用した地理授業モデルの実践・検証―社会系教科教


























準の探求を通して―」『社会科研究』第 60 号，2004 年，pp.11-20. 
23）社会的価値（倫理的価値）について大杉は、次の論文で功利主義、社会契約主義、自由
至上主義、共同体主義というように分類している。大杉昭英「社会科における価値学習の







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 教師の指示・発問 教授学習活動 資料 予想される反応・獲得させたい知識 
導 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































①山陽新聞社 HP より http://svr.sanyo.oni.co.jp/news_s/news/d/20091009 
②谷晃『わかりやすい茶の湯の文化』淡校社，2005 年，p.25. 




月 16 日付け朝刊. 
⑥谷晃『わかりやすい茶の湯の文化』淡校社，2005 年，pp.38～39. 
⑦井沢元彦『逆説の日本史 8 中世混沌編』小学館文庫，2004 年，p.35. 
⑧同上，p.150. 
⑨林野辰三郎／村井康彦『図録茶道史 1 風流の成立』淡校社，1982 年，p.234. 












































































































































































































































































































ド ワ ー ク
で 地 域 を
調 査 し て













こ と を い
かして、防
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か ら 私 た
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よ う ！ ―
防 災 倉 庫
の 設 置 理
由・設置条
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の 設 置 理
由・設置条



































































































































【表６】 A または B と評価した生徒の意見 
質問内
容 
A 評価の生徒 X の意見 
2017 年 2 月 3 日記入 
B 評価の生徒 Y の意見 












































































生徒 X を A と評価したのは、防災倉庫の設置という地域の課題について、異なる立場に
基づく多様な考え方があることを理解し、災害弱者を救うための方法について、自分とは異
なる立場の人の考え方をふまえて複数の理由に基づいて意見を形成していたからである。









































ある。この表の議論は、表３で取り上げた二人の生徒 X と Y が所属する班のものである。

























































































































本節でとり上げた生徒 X のように，授業を通して成長が見られ，A の評価を得た生徒が

































教育学研究』第 11 号,1999 年,pp.69－76． 
７）岩田一彦・米田豊編『中学校社会科「新教材」授業設計プラン新旧比較で授業はこう変
わる』明治図書,2009 年.米田豊「文化の下剋上―室町時代の生活と文化を民俗学の視覚か
ら―」全国社会科教育学会『社会科教育論叢』第 42 集,1995 年,pp.65－78. 
８）この点については、次の文献を参考に検討した。鵜木毅「文化史学習」森分孝治・片 




















（2017 年 3 月 29 日確認） 
21）神戸市西区伊川谷町の特徴については、以下の HP や文献を参考にした．
http://www.city.kobe.lg.jp/ward/kuyakusho/nishi/shoukai/introduction/gaiyou/ikawa.h
tml（2017 年 2 月 6 日確認） 伊川流域研究会編著（2012）『伊川 自然と人とのかかわ
り-流域 6 万人のバイオリージョン-』伊川流域研究会． 
22）フィールドワークを行うにあたって、NPO 法人伊能社中の協力をいただいた。NPO 法
人伊能社中については、以下の HP を参照のこと．http://www.iknowshachu.org/（2017





（2017 年 3 月 29 日確認） 
25) 社会科教育における「地域」という概念を取り上げる視点や方法に関しては、以下の論
文を参考にした。𠮷水裕也(2008)変革の時代の地理教育実践の創造−地域を読み解く視点
と方法−，社会系教科教育学研究,第 20 号,pp.229-238. 
26)本単元は、6 クラスに実施したがアンケート記入の時間を確保できた一クラスのみでア
ンケート調査を行うことになった。アンケート結果より「地域」についての自分自身の考
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